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A. 研究目的 

鹿児島県は南北 600km と広く、特に 28

の有人離島住民 16 万人の高齢化率は 32％

と極めて高く、肝疾患関連死も多いが、肝

炎ウイルス検査の受検率は低く、陽性者の

適切な受診・受療につながっていない。ま

た、島嶼部では高齢化率が高いにもかかわ

らず、医療機関へのアクセスが不便（交通

手段、距離）という問題点があり、台風な

どの自然災害のほか、COVID-19 感染拡大

など有事の際には交通手段そのものが使用

困難・不能となる。本研究では、離島ごと

に、住民と診療所医師、保健師らの小さな

コミュニティを、ICT 等を用いて組織化し、

ウイルス性肝炎の診療支援、啓発活動に加

えて離島間の情報共有を進める。診療支援

体制の構築により受検・受診・受療率の向

上、肝疾患診療の均てん化をはかり、離島

研究要旨：B型・C型肝炎ウイルス（HBV・HCV）に対する抗ウイルス療法は劇的に進歩

し、肝硬変及び肝がんへの進展阻止が可能になった。また、画像診断を中心とする肝が

んのサーベイランスの重要性も示されている。しかし、肝炎ウイルス陽性者が非肝臓専

門医（かかりつけ医）から肝臓専門医へ紹介されないために、抗ウイルス療法や肝がん

サーベイランスが充分に実施されていない。また、肝炎対策には居住地域による取り組

みの違いがみられ、より良い対応を行うためには、地域の特性に応じた対策が必要であ

る。 

 本研究では、先行研究において必要性と有用性が示されたICT等を駆使して、地域の

特製を生かした肝炎患者の診療情報共有を促進する方法論やモデルケースの創出を行

う。鹿児島県は南北600kmと広く、特に28の有人離島住民16万人の高齢化率は32％と極

めて高く、肝疾患関連死も多いが、肝炎ウイルス検査の受検率は低く、陽性者の適切な

受診・受療につながっていない現状がある。本研究では、離島ごとに、住民と診療所医

師、保健師らの小さなコミュニティを、ICT等を用いて組織化し、ウイルス性肝炎の診

療支援、啓発活動に加えて離島間の情報共有を進める。これにより受検・受診・受療率

の向上、肝疾患診療の均てん化をはかり、離島住民における肝疾患関連死の減少を目指

す。継続した受療と重症化の予防を目指した診療連携体制の確立を可能とするための政

策企画立案に資する研究を実施する。 
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住民における肝疾患関連死の減少を目指す。 

 

B. 研究方法 

1）島嶼部において ICT を用いた疾患啓

発活動を行う。 

2）種子島の医療機関（医療センター、

公立病院、診療所）と鹿児島県の肝疾患診

療連携拠点病院である鹿児島大学病院が連

携し、ICT を用いた診療支援体制を構築し、

受検・受診・受療率の向上を図る。 

（倫理面への配慮） 

日常診療支援であり、特別に配慮すべき

倫理的問題はない。 

 

C. 研究結果 

1）コロナ禍において対面での開催が困

難となった肝疾患啓発活動としての市民公

開講座を、島嶼部において世帯加入率の高

いケーブルテレビを用いて行い、一定の反

響を得た。 

2）種子島（人口 3 万人の医療圏）での

診療支援体制の構築を目指し、地域におけ

る中核病院と診療所との連携や地域保健所

との連携に取り組んだ。 

 

 

 

D. 考察 

コロナ禍で盛んに行われるようになった

オンライン形式での肝疾患啓発活動（市民

公開講座、肝臓病教室等）は、地理的条件

で従来参加困難であった島嶼部からのアク

セスが可能になるという利点があげられる。

一方、島嶼部では高齢化率が高く、高齢者

ではこれらのオンライン開催において媒体

へのアクセス自体が困難であるという問題

点があげられる。今回、これらの問題点を

踏まえ、島嶼部において世帯加入率の高い

ケーブルテレビを用いた啓発活動を開催し

た。すでに完成されたネットワーク・媒体

を用いたため視聴も容易で、疾患啓発に対

する島民からの反響もあり一定の成果が得

られたと考えられる。島民からの要望に応

え、内容・開催時期・回数に工夫を加え、

さらなる充実をはかりたい。 

種子島における診療体制構築について、

来年度、具体的な運用を開始し、取り組み

開始以前と開始後の受検・受診・受療率の

改善の有無の評価を行う予定である。 

これらの取り組みにより、島民の疾患へ

の理解度が深まり、受検・受診率が向上す

ることにより、疾病の早期発見・治療介入

が可能となり、病状の進行抑制と地域にお

いて必要とされる医療費の軽減につながる

ことが期待される。 

 

E. 結論 

島嶼部におけるケーブルテレビを用いた

取り組みには一定の成果が得られた。種子

島におけるICTを用いた診療支援に対する

取り組みは、次年度に具体的な運用を開始

する予定である。 

 

F. 研究発表 
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1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


